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森 章
AkiraMoh
はじめに
ソ連 邦 崩壊 後 の新 生 ロ シ アで は,こ れ まで の計 画 経 済 で採 用 され て い た古 い勘 定 科 目表
(chartofaccounts)に 代 わ って,こ れ か らの市 場経 済 で採用 す る新 しい勘 定科 目表 が制 定 さ
れ た。 この新 しい勘定科 目表 の制定 の経 緯,そ の内容 と特徴 につい てはすで に前 編 におい て明
らか に したが,〔20〕その後,新 勘定 科 目表 は2回 にわ た って修 正 され た。 そ こで,こ の小 論 に
お いては,前 編 の続編 と して,こ の修 正の 内容 を考察 す る とともに,修 正後 の最新 の勘 定科 目
表 の特徴 を考察 す るこ とに したい。
取 引 を把握 す るに必 要 な勘 定科 目を体系 的に番号 を付 して配 置 した勘 定科 目表 はロシ アでは
勘 定計画(nearCqeTOB)'とよん でい るが,計 画 経済 か ら市場 経 済へ の移 行 とそ の も とで発
生 す る取引 を把握 す るため に,ま ず,'91年11月1日 にソ連邦 財務省 が承認 し,同 年12月19日
にロ シア連 邦 の経 済省 と財務 省が 追認 した,「 企業 の財務 ・経 済活動 の会計 勘定計 画」(maH
cqeToB6yxraハTepcKoroyqeTaΦHHaHcoBo-xo3H前cTBeHHo宜八eHTe」1bHocTHnPe八nPHHTH鴇
以 下で は 「91年 勘 定計 画」 とい う)が 制 定 され た0〔2〕と同時 に,勘 定 計画 に配置 された勘定
の使途 や内容 お よび勘定 間 の相互 関連 な どを解 説 した,「 企業 の財 務 ・経 済活動 の 会計 勘 定計
画 の適用 に関す る訓令」(MHcTpyKUHHmnpHMeHeH田orl丑aHacqeToB'6yxra刀TepcKoro
yqeTaΦ 目HaHcoBo-xo3舶cTBeHHo臼八eHTe仙HocTHnpeAHpHHT繭,以下 では 「91年 訓令」
とい う)も 同 じ日付 で承認 そ して追認 された。〔3〕この 「91年勘 定計画」 は'85年3月28日 にソ
連 邦 中央 統計 局 の合意 を得 て ソ連邦 財務 省 によ って承認 された 旧勘定 計画 に代 わ る もので あ
り,〔1〕それ は'92年1月1日 か ら採用 される こ とにな った。 表1が そ の 「91年 勘 定計画」 であ
る。
そ の後,こ の 「91年 勘 定計画」 は修正 され,そ の修 正 された内容 が 『会 計』誌 上('93年11
月号)に 公 表 された。〔9)これが 第1回 の修 正で あ る。 しか し,こ の公表 で は,の ち にみ るよ
うな勘 定計画 表の みが発表 され,財 務 省が修 正 を承認 した 日付 も明記 されず,ま た修 正 と関連
したその適用 に関す る訓令 も示 され る ことな く終わ った。
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表11992年1月1日 から採用された勘定計画
勘定科酩 誓 補助勘定科・名・翻 勘定科目名
区分1.固 定資産およびその
固定資産
固定資産の磨損
長期賃借固定資産
無形資産
無形資産の磨損
長期財務投資
据付設備
基本投資
受取賃貸債権
区分L.生 産用在庫
材料
飼養 ・肥育中の家畜
小額 ・迅速消耗物品
小額 ・迅速消耗物品の
磨損
物財の再評価
材料の調達と購入
材料価格差異
???
? 」? ??
07
08
09
10
???
13
? ?? ?? ??
他 の長 期 投 資 自製 半 製 品
固定 資 産 の 種類 別 ・ ・ ・・ ・ ・ …
1.自 己 固定 資 産 の磨 補 助生 産
2.長 期賃借固定資産 一般生産費
の磨損 一般経営費
無形資産の種類別 仕損
1。 パ イ と株 式'非 基本 作 業
2.債 券
3.委 託債 券
1.国 産 の据 付 設 備
2.輸 入 の据 付 設 備
1.固 定 資 産 の 建 設 と
取 得 次 期以 降 の費 用
2.固 定 資 産 価 額 を増 ・ ・・ ・ ・…
3。 幼 家 畜 の 主 要 家 畜 ・ ・ ・ ・ ・ …
4.成 熟 し た 家 畜 の 取 ・ ・ ・ ・ ・ …
5.無 償で得た家畜の の産出
勘定
番号 補助勘定科目名と番号
21
,●.o・.●,・ ・ 22
補助生産 23
陰,.,■ ● ● の ● ● 24
一般生産費 25
26
● … ●.■.,, 27
28
サ ー ビス生 産 ・経営 29
非 30 1.一 時 的(大 型)構
築物の建設
2.一 時 的(小 型)構
築物の建設
3.そ の他の非基本作
業
31
の 陰 ●,■ ■ ■ ● ● ■ 32
● 陰 ●,■ ■ ■ ■ ● ■ 33
陰 ・ ・ ● ■ ■ ● の ● ■ 34
… 曾..,.●. 35
・ ・ ● ■ ■ ■ ■ ■.■ 36
生産物(作 業,用 役)37
の産出
● ・ ・ ● ■ 冒,■o, 38
● ・ ・ ● ● ●,■ ・ 匿 39
区分IV.完 成生産物,商 品および販売
1.原 料 と材料 完成生産物
2.購 入半製品と補充 商品
製品 ・建設物 ・部
品
3.燃 料
4.包 装と梱包資材
5.予 備部品 取引上の値上げ
6.そ の他の材料
7.他 所の再加工へ移
される材料
8.建 築資材 商業支出
流通費
1.予 備としての小額 積送商品
・迅速消耗物品 生産物(作 業,用 役)
2.使 用中の小額 ・迅 の販売
速消耗物品 固定資産の売却 とその
3.一 時的(小 型)設 他の除却
備 その他の資産の売却
区分V.貨 幣資産
区分m.生 産費 銀行特別勘定一
? ???
42
? 」? ??
47
? ??
1。 保管 中の 商 品
2.小 売 商 業 の 商 品
3.商 品 の包 装
4.購 入 製 品
5.レ ンタ ル物 品
1.取 引 上 の 値 上 げ
(割 引,割 増)
2.仕 入 先 の 運 賃 補 償
割引
現金 50
決済勘定 51
外貨勘定 52 1.国 内の外貨勘定
2.国 外の外貨勘定
・ ・o,,冒,r●, 53
■ ●,,,■ の ・ ● の 54
55 1.信 用 状
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勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名 と番号
2.小 切 手
貨幣的証愚書類 56
送金振替 57
短期財務投資 58 1.債 券 とそ の 他 の 有
価証券
2,デ ポ ジ ッ ト
3.委 託債券
● ●,.●oo・,o 59
区 分VI.決 済
襯 湘 ・翻 勘定科・名 誓 補助勘定科・名・翻
区分瓢 財務成果および利益処分
損益80
利益処分811.利 益から国庫への
支払
2.そ の他の目的の利
益処分
不良債権に関するリザ82
一ブ
次期以降の収益831.前 受収益
2.過 年度の不足分の
仕入先および請負者と 60 滞納金の収入
の決済 3.不 足 額 に つ い ての
支払前払金の決済 61 有責者からの強制
得意先および注文者と 62 1.現金取立決済 取立額とバランス
の決済 2.分割払い決済
、
価額との差異
3.受取手形 財の損傷による不足と 84
クレームに関する決済 63 損失
受取前払金の決済 64
財保険と人保険に関す 65 区分V皿.基 金 と リザ ー ブ
る決済 定款基金 85
● ●9,..・ ・,● 66 準備基金 86
国庫外支払に関する決 67 支払の種類別 未分配利益(未 補填損 87 1.当 年度の未分配利
済 失) 益(非 補填損失)
国庫 との決済 68 支払の種類別 2.過 年度の未分配利
社会保険と社会保障に 69 1.社会保険に関する 益(非 補填損失)
関する決済 決済 特別目的基金 88 基金の種類別
2.年金受給に関する 当面の支出と支払のリ 89 リザーブの種類別
決済 ザ ー ブ
3,医療保険に関する
決済 区分IX.信 用 と融 資
労働支払についての成 70 諸短期銀行信用 90 信用の種類別
員との決済 o●9,.● ● ● ● ・ 91
前渡金支払報告義務者 71 諸長期銀行信用 92信用の種類別
との決済 従業員のための銀行信 93信用の種類別
● ●o●o..● ・ ・ 72 用
その他の取引に関する 73 1.信用販売の商品に 短期借入金 94
成員との決済 対する決済 長期借入金 95
2.委託債券による決 特定目的融資と受領 96
済 賃貸借債務 97
3.物質的損害補償に ■,■.,幽 …, 98
関する決済 ●,■...…, 99
● ● ● ●,9,.・o 74
設立者との決済 75 1.定款基金への出資 バランス外勘定
に関する決済 賃借固定資産 001
2.収入に関する決済 責任保管中の商品 ・物 002
各種の債権者と債務者 76 財
との決済 再加工中の材料 003
,●,9..● ●,・ 77 委託商品 004
子会社との決済 78 組立中の設備 005
経営内決済 79 1.分割された財産に 厳格な報告義務を要す 006
つ い て る証明書
2. 日常の取引につい 損失 として消去 した回 007
て 収不能債権
債務 ・支払保証の受理 008
債務 ・支払保証の提供 009
出 所:〔2〕45～49頁 。
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さら にそ の後,勘 定計 画 の第2回 の修正 が行 わ れた。 それ は'94年12月28日 に ロ シア連邦
財 務 省 に よって承 認 され た もので あ り,〔n〕同時 に,勘 定計 画 の修 正 と関連 したその適 用 に関
す る訓令 も示 された。〔'2)そして,こ の修 正 された勘定計 画が'95年1月1日 か ら採用 される こ
とにな った のであ る。
(1)
まず,第1回 の修 正 につい てみてみ よう。
表2勘 定計画の第1回 の修正内容
勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名と番号 勘定科目名
勘定
番号 補助勘定科目名と番号
⊥一無形資産の種類別 次期以降の収益
2と 却
無 形 資 産
佃 の 、 直'
盤
1伯 た ・ こ.、
一
2佃 たハ ・訊
1.前 受収益
2.過 年度の不足分の
滞納金の収入
3.不 足額についての
有責者からの強制
取立額とバランス
価額との差額
4と=,
凍""ロ の ・
騰佃 た笹 分 墜
1止 示♪ 全一 定款資杢
4白 ・ 斤の
ノ匹 の ・
鑑
5几 二 の 隊だ に
83
85
88
96
010
血
2.,・ ♪
3♪ こ云 涌
ウ 辱 の 准 だ
04
19
36
52
55
67
73
聚 て の ・
血
一
.L_基金の種類別
一
誼
堕
1一 ♪のi
税 特別目的基金
1一 ンジット
勘定 特別目的融資と受領
2カ レン{ 2再 み の1
旦_国 外の外貨勘定 一
4'に 赤 る 、
外貨勘定
銀行特別勘定
国庫外支払に関する決
済
その他の取引に関する
成員との決済
1.信 用状
2.小 切手
3糸 ・参 のデポ 民賞化生切壬
盤
ジット
⊥一支払の種類別
2と の淑
1.信 用販売の商品に
対する決済
2.委 託債券による決
済
3.物 質的損害補償に
関する決済
4。 参 のこ、
,の 参蝿
出所:〔9;46～50頁 よ り作成 。
(217)ロ シアの勘定科目表の修正 について35
第1回 の修正 は,「91年 勘定計 画」制 定後 に公布 され た諸 書簡 との調整 を行 うため に実施 さ
れ た とい われ る。 この場合,諸 書 簡 とは以 下の もので あった。
1「 付 加価 値税 の個 々の問題 につ い て」 の書 簡('92年8月7日 付 ロ シア連 邦の 国家税務
局 と財務 省承認)㈲
2「 企 業の民 営化 に関係す る取 引の会 計 と報告書へ の反映 につ いて」の書 簡('92年12月
23日 付 ロシア連 邦財務省 承認)(s)
3「'91年12月9日 付 の付 加価 値 税 の 算 定 と支 払 の 方 法 に つ いて の改 訂 と補足 」 の 書
簡('93年1月29日 付 ロシア連 邦 の国 家税 務局 と財 務省 承 認)〔6〕
4「 基 本投資 融資資 金の会計 と報告書 へ の反映方 法 につ いて」 の書簡('93年2.月18日 付
ロ シア連邦財務 省承認)〔8〕
5「1993年 にお ける企業 の四半期 会計報 告書様 式 への記入 に関す る指示」 の書 簡('93年
6月23日 付 ロシア連邦 財務省承 認)〔7〕
修正 された勘 定計画 は 『会計』 誌上 ←93年11月 号)に 公 表 され たが,い ま,「91年 勘 定計
画 」 の中で修正 され た部 分のみ を示す と表2の ようになる。下線 を引 いた箇所が修 正 れ た部分
であ る。 表2か ら,こ の修 正部分 は主 として上 記の諸書 簡 と関係 す る付加価 値税 の取引,.民 営
化 の取引,基 本投 資融資 資金の取 引,会 計 報告 書への表 示 な どに係 わる箇 所 とな ってい ること
が分 かる。
総合 勘定 と して新 たに導入 された勘定 は,「 区分D.生 産 用在庫 」 に配置 され た 「取 得財 の
付 加価値 税」(HaハorHa八06aBハeHHy}ocToHMocTbnonpHo6peTeHHb1MUeHHocTHM)
勘 定(NQ19)と,「 区分 田.生 産費」 に配置 され た 「未 完成作業 の進行段 階」(Bb【no刀HeHHble
3TanblnoHe3aBep田eHHblMpa60TaM)勘定(NQ36)で あ り,そ して,「 バ ラ ンス外 勘定 」
と して 「民営 化小切 手」(npHBaTH3auHoHHble・ieKH)勘定(NQO10)が 配置 された。 また・
「定款 基金」 勘定 は 「定款資本」(ycTaBHb山KanHTaπ)勘定(NQ85)へ と名 称変更 した。新
設 された 「取得 財 の付 加 価値 税」 勘 定 に は5つ の 補助 勘 定が 設 け られ たが,そ の ほ か に も,
「定 款資本」 勘定(NQ85),「 特別 目的基 金」勘 定(NQ88),「 特別 目的融資 と受領」 勘定(NQ96)
な どの既設 の総合勘定 に対 して も,諸 補 助勘定 が それぞれ設 け られた。注1だが,こ れ らの新設
された総合勘 定 と補助 勘定が,こ の時 点で どの よ うに利用 され たかについ ては残念 なが ら定 か
で ない。 なぜ な らば,さ きに触 れ た ように,こ れ らの勘定 の適 用 に関す る訓令 が公表 されなか
ったか らで あ る。
注1総 合勘定,補 助勘定,バ ランス外勘定のそれぞれの意義については,前 編ですでに指摘 しているので
〔20〕を参照されたい。
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(2)
つ ぎに,第2回 の修 正 につ いてみ てみ よ う。
表3勘 定計画の第2回 の修正内容
勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名と番号 勘定科目名
勘定
番号 補助勘定科目名と番号
無形資産の償却 05 設立者との決済 75 1.定 款資本(共 同出
基本投資 08 1.土 地区画の取得 資)へ の出資に関
2.天 然資源利用客体 する決済
の取得 2.所 得の支払に関す
3.固 定資産客体の建 る決済
設 子会社(関 連会社)と 78
4.固 定資産の個々の の決済
客体の取得 評価性引当金 82 1.不 良債権に関する
5.固 定資産価額を増 引当金
大させない支出 2.有 価証券への投資
6.無 形資産の取得 の価額下落のため
7.幼 家畜の主要家畜 の引当金
群への振替 次期以降の収益 83 4.為 替差 額
8.成 熟 した家 畜 の 取 区 分 皿.資 本 と リザブー
得 定款資本 85
9,無 償で得た家畜の 準備資本 86
配達 追加資本 87 1.再 評 価 に よ る資 産
取得財の付加価値税 19 1.基 本投資の遂行に 価額の増加
際 しての付加価値 2.証 券発行所得
税 3.無 償で取得 した財
2.取 得 した無形資産 貨
の付加価値税 未分配利益(未 補填損 88 1.当 期の未分配利益
3.取 得した物的資源 失) (損失〉
の付加価値税 2.過 年度の未分配利
4.取 得 した 小 額 ・迅 益(未 補填損失)
速消耗物品の付加 3.蓄 積 基 金
価値税 4.社 会的分野の基金
未完成作業の進行段階 36 作業の種類別 5.消 費 基 金
社会保険と社会保障に 69 4.雇 用基金に関する 当面の支出と支払のリ89 リザーブの種類別
関する決済 決 済 ザ ー ブ 。
住宅基金の磨損 Ol4
外部整備客体およびそ Ol5
の他類似の客体の磨損
出 所:〔11〕54～55頁 。
'94年12月28日
,ロ シ ア連 邦財 務省 令 「企業 の財 務 ・経済 活動 の会計 勘 定計 画 とその適 用
に関す る訓令の採 用 につ いて」(OnpHMeHeHHHrhaHacqeToB6yxraπTepcKoroyqeTa
ΦHHaHcoBo-xo3H薩cTBeHHo酢AeHTe・πbHocTHnpe八HpH月THHNHHcTpyKUHHnoero
nPHMeHeHH沿)が 公 布 され た。〔lo〕そ して,こ の省令 に基 づい て,修 正 され た 「企業 の財務 ・
経済 活動 の会計 勘定計 画」(以 下 で は 「94年勘 定計 画」 とい う)と,〔"〕 同 じ く修正 され た 「企
業 の財務 ・経 済 活動の会 計勘定 計画 の適用 に関す る訓令 」(以 下 で は 「94年 訓 令」 とい う)が
公表 され,〔12〕これ によ り,「91年 勘 定計画 」 と 「91年 訓令 」は再 び修正 された。 この修正 に よ
って,「94年 勘 定計画」 は第1回 の修正 内容 を も取 り入 れた よ り整理 された もの とな った。
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表4新 設された総合勘定とバランス外勘定
勘定番号 勘定科目名 勘定の使途 勘定の採用を規制した模範文書
区分II.生 産用在庫
19 取得財の付加価値税 取得財について支払う
付加価値税の金額に関
する情報の総括のため
に
1991年12月9日 付NQ1「 付加価値税の算定と
支払の方法について」のロシア連邦の財務省と
国家務税局の訓令
区分皿.生産費
36 未完成作業の進行段階 締結 した契約 に従 っ 1992年6月24日 付NQ48「 企業の年度会計報告
て,独 特の意義をもつ 書様式の記入手続 きについて」のロシア連邦財
た作業の進行に関する 務省の訓令
情報の総括のために
区分V皿。財務成果および利益処分
82 評価性引当金 会計の個々の客体の評 不良債権の引当金 として一会計の勘定計画の適
価 を正確 にす るため 用に関する訓令
に,営 利組織の利益に
よ って つ くられ た引 当
金に関する情報の総括
のために
区 分V皿.資 本 と リザ ーブ
87 追加資本 営利組織の追加資本に
関する情報の総括のた
めに
1992年6月24日 付NQ48「 企業の年度会計報告
書様式の記入手続 きについて」のロシア連邦財
務省の訓令
バランス外勘定
014 住宅基金の磨損 住宅基金の客体の磨損 1993年10月29日 付NQ118「 住 宅 ・公 共 経 営 に
額の動きに関する情報 おける個々の取引の会計への反映について」の
の総括のために ロシア連邦財務省の書簡
015 外部整備客体およびそ 外部の生活便益の客体 1993年10月29日 付NQI18「 住 宅 ・公 共 経 営 に
の他類似の客体の磨損 およびその他類似の客 おける個々の取引の会計への反映について」の
体(林 業や交通経営の ロシア連邦財務省の書簡
客体,水 路標識の特別
設備など)の 磨損額の
変化に関する情報の総
括のために
出所:〔15〕
したがって,こ の第2回 の修正後の ものが新版の勘定計画 とその適用に関す る訓令 となり,
それが'95年1月1日 か ら採用されてい くことになったのである。
まず,修 正が施 された勘定計画の部分 をみると,そ れは表3の ようになる。 この表3を 表1
および表2と 対比すると,新 版の勘定計画は 「91年勘定計画」を基礎 にしてつぎのような方法
で制定 されたことが分かる。
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表5追 加された補助勘定
補助勘定を開設
した総合勘定
追加した補助勘定
名 称 使 途
08基 本投資 土地区画の取得 土地区画所有権の取得上の費用を計算するために
天然資源利用客体の取
得
天然資源利用客体(林 業用地,水 利用地,有 用鉱物産地など)
の取得上の費用を計算するために
固定資産客体の建設 建物と構造物の造営および設備の組立の費用,組 立に移行す
る設備の価額,見 積 ・財務決済や基本建設の大型建設工事計
画予算書で予定されたその他の支出を計算するために
固定資産の個々の客体
の建設
設備,機 械,器 具,什 器および組立を必要としない固定資産
のその他の客体の取得上の費用を計算するために
無形資産の取得 無形資産の取得上の費用を計算:するために
69社 会保険と社会保障
に関する決済
雇用基金に関する決済 雇用基金への控除についての決済を計算するために
83次 期以降の収益 為替差額 会計期間中のルーブルに対する外国通貨の公式 レートの変更
によって生ずる積極的な為替差額と消極的な為替差額を計算
するために
出 所:〔15〕
表6変 更された勘定科目名
勘 定 番 口
勘 定 の 名 称
万
新 名 称 旧 名 称
05 無形資産の償却 無形資産の磨損
78 子会社(関 連会社)と の決済 子会社 との決済
82 評価性引当金 不良債権に関するリザーブ
85 定款資本 定款基金
86 準備資本 準備基金
出所:〔15〕
第1は,新 しい総合勘定 とバランス外勘定が配置 されたことである。
第2は,新 しい補助勘定が設けられたことである。
第3は,勘 定科目名が変更 されたことである。
第4は,既 設の総合勘定の一部が廃止 されたことである。
そ して,配 置 された新 しい総合勘定 とバランス外勘定,お よびこれ らの勘定の使途 と勘定の
採用 を規制 した法規は表4の ようになり,総 合勘定に対 して設けられた新 しい補助勘定 とこの
勘定の使途は表5の ようにな り,変 更された勘定科目名は表6の ようになる。
そこで以下,こ れらの内容を,「94年 訓令」の解説 を参考 にしなが ら,表3に 掲出 した総合
.勘 定の勘定番号の順序 に従って考察 してい くことにしよう。
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(3)
(1)「 無形 資産 の償 却」(AMopTH3auH月HeMaTepHa刀bHblxaKTHBoB)勘定(NQO5)
「区分1.固 定 資産お よびそ の他 の長期投 資」 に配 置 されてい る 「無 形資産 の償却」勘 定は,
従前 には 「無 形資産 の磨損」(H3HocHeMaTepHaπbHb匡xaKTHBoB)勘定 とい う科 目名 であ
ったが,そ の科 目名の変更 が な された。
ソ連 時代 を含 め て これ までの ロシ アで は,減 価償 却 に対 す る会計 用語 と して磨 損(H3HOC)
とい う用語 が採用 されて いた。 だが これか らは,無 形 固定資 産 に相 当す る無形 資産(特 許権,
意 匠権,商 標 権,天 然資源 利用 権 な ど)の 償 却 に対 してはamortizationに 対応 す るロ シア語
で あ るaMopTH3auHHを 当 て,他 方,H3Hocと い う用語 は主 と して物 理 的 に利 用 され る労働
手段 つ ま り有形 固定資産 の減価償 却 に対 して採用 され るこ とになった。圖 碩
(2)「 基本投資」(KanHTaπbHbleB涯o>KeHHH)勘定(NQO8)
「区分1」 に 同 じ く配置 され ている 「基本投 資」勘 定 に対 して は,従 前 に は5つ の補助勘定
が設 け られていたが,新 しい補助 勘定 が追 加 された。
「基本 投資」 勘定 は,「 固定 資産 へ の建 設者 の投 資,土 地 区画,天 然資 源利用 客体 お よび無
形資 産へ の企 業の投 資,ま た,畜 産用家畜 と使 役用 家畜の 主要家畜群 形成へ の企業 の費用 につ
いて の情 報」〔12〕56頁を把握 す るため の勘定 で ある。 この総合 勘 定 に対 して表5に み るよ うな使
途 の補助勘定 が追加 され た。
(3)「 取得財 の付 加 価値 税 」(HamrHaAo6aBπeHHy}ocToHMocTbnoHpHo6pe-
TeHHb1MueHHocT月M)勘定(NQ19)
「取得財 の付加価 値税」勘 定 は,4つ の補 助勘 定 を もつた新 しい勘定 として 「区分H.生 産
用在 庫」 に配置 された勘定 であ る。
この総 合勘定 は,「 取得 した財 に対 して企業 が支払 う付加価 値税 につ いての情 報」〔12〕噸 を把
握 す るための勘定 であ る。そ して,そ の補 助勘定 であ る 「基本投 資の遂行 に際 しての付 加価値
税 」勘 定 には固定資 産 の建設 や取得 に際 しての付加価 値税 額 を,「 取得 した無 形資 産の付 加価
値 税」勘 定 には無形 資産 の取得 に際 しての付 加価 値税額 を,「 取得 した物 的資 源 の付 加価 値税 」
勘 定 には原材料 やそ の他 の生 産用在 庫 の取得 に際 して の付 加価値 税 額 を,「 取 得 した小 額 ・迅
速消耗物 品の付加価 値税 」勘定 には取得 した小額 ・迅速消 耗物 品の付加価 値税 額 をそ れぞれ示
す ことにな る。
(4)「 未完 成作業 の進行段 階」(Bbmo朋eHHHe3TanblnoHe3aBepuIeHHblMpa60TaM)
勘定(NQ36)
「未 完成作業 の進行段 階」勘 定 は,新 しい勘 定 と して 「区分 皿.生 産費」 に配置 され た勘定
であ る。
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「締結 した契約に従 って独特の意義 をもつ作業 の進行についての情報」〔12〕58頁を把握するこ
の勘定 は,長 期間にわたる作業 健 設,科 学研究,企 画設計,地 質調査 など)を 行 う企業で採
用 される。記帳は作業の種類別 に行われるが,記 帳方法はつぎのようになる。即ち,「 未完成・
作業の進行段階」勘定の借方には,「生産物(作 業,用 役)の 販売」勘定(NQ46)と の対応で,
規定の方法で認めた作業の進行段階に対する注文者の支払金額が記帳 される。 と同時に,作 業
の この進行段階 までの費用が,「 基本生産」勘定(NQ20)の 貸方からNo46勘 定の借方へ記帳 さ
れる。作業の進行段階に対する注文者か ら受け取 った金額は,「 受取前払金の決済」勘定(NQ
64)と の対応で貨幣資産の計算の勘定の借方 に記帳 される。そ して,作 業全体がすべての段階
を終 える と,NQ36勘 定で考慮 された作業段階の注文者によって支払われた金額は,「得意先お
よび注文者 との決済」勘定(NQ62)の 借方に記帳 される。NQ62勘 定で考慮 された完成 した作
業全体の金額は,NQ64勘 定の借方 との対応 による受取前払金で,ま た,貨 幣資産の計算の勘
定の借方 との対応 による最終決済 として注文者から受け取った金額でそれぞれ清算 される。
(5)「 社会保険と社会保障に関する決済」(PacqeTblnocouH翻bHoMycTpaxoBaHHIo
NO6ecneqeHHK)勘 定(NQ69)
「区分VI.決 済」 に配置 されている 「社会保険 と社会保障に関する決済」勘定 には,従 前に
は3つ の補助勘定が設けられていたが,表5に みるような使途の 「雇用基金に関する決済」補
助勘定が追加 された。
(6)「 設立者 との決済」(PacqeTHcyqpe且HTe朋MH)勘定(NQ75)
「区分VI」 に同じく配置 されている 「設立者との決済」勘定に対 しては,従 前には2つ の補
助勘定が設けられていたが,こ の2つ の補助勘定の名称変更が行われた。
「設立者 との決済」勘定 は,「企業の設立者(株 式会社の株主,合 名会社 の参加者,協 同組
合の成員など)と のすべての種類の決済一企業の定款資本(共 同出資)へ の出資,所 得(配 当
金)の 支払 一についての情報」〔12〕5順を把握するための勘定であ り,こ の総合勘定 に対 して,
「定款資本(共 同出資)へ の出資に関す る決済」勘定と 「所得の支払 に関する決済」勘定の補
助勘定が設けられた。前者の補助勘定には,定 款資本(共 同出資)へ の出資額についての企業
の設立者 との決済を示 し,後 者の補助勘定 には,設 立者への所得(配 当金)の 支払についての
企業の設立者 との決済を示すことになる。
この場合,記 帳はつ ぎのようになる。
株式会社の創立に際 しては,「定款資本」勘定(NQ85)と の対応で,「 設立者 との決済」勘定
(NQ75)の 借方に,株 式の購…入 を申し込んだ人の債務額が記帳 される。貨幣資産で設立者の出
資額を実際にRけ 取 ったときには,そ の額が貨幣資産の計算の勘定 との対応でNQ75勘 定の貸
方へ記帳 される。貨幣資産以外の物財や権利 を出資 したときには,そ の額が 「固定資産」勘定
(NoO1),「 無形資産」勘定(NQO4),「 材料」勘定(NQ10)な どとの対応でNQ75勘 定の貸方へ記
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帳される。株式会社形態で創立 される企業の株式がその額面価額以上の価額で販売 される場合
には,額 面価額 と販売価額との差額より得た金額はのちにみる 「追加資本」勘定(NQ87)の 貸
方に記帳される。
設立者への所得(配 当金)の 算定額は,「未分配利益(未 補填損失)」 勘定(NQ88)の 借方 と
NQ75勘 定の貸方 とに示 され る。配当金の支払のための利益がない場合,ま たは不足 している
場合,さ らに準備資本か らの配当金の支払 を設立文書 などで明記 している場合には,配 当金の
算定額は,の ちにみる 「準備資本」勘定(NQ86)の 借方 とNQ75勘 定の貸方 とに示される。算:
定 された配当金の支払額は,貨 幣資産の計算の勘定との対応でNQ75勘 定の借方に記帳 される。
企業の生産物や有価証券などで配当金 を支払うときには,そ の額が適応の財の計算の勘定との
対応でNo75勘 定の借方に記帳 される。配当金に対す る課税額はNQ75勘 定の借方 と 「国庫 との
決済」勘定(NQ68)の 貸方 とに記帳 される。
(7)「 子会社(関 連会社)と の決済」(PacqeTblcAoqepHHMH(3aBHcHMbIMゆHpe八npH-
HT朋MH)勘 定(NQ78)
「区分VI」 に同じく配置されている 「子会社(関 連会社)と の決済」勘定は,従 前には 「子
会社との決済」(PacqeTbIc八oqepHHMHnpe即pHHTHHMH)勘定 という科 目名であったが,
その科目名 を変更 した。
この勘定は,子 会社および関連会社 とのすべての決済についての情報 を把握す るための勘定
である。 この場合,子 会社 とは定款資本へ参画 されて会社の意思決定権が親会社 にある会社で
あ り,関 連会社 とは,株 式会社議決権株式の20%超,ま たは有限責任会社定款資本の20%超
を他企業 によって所有 されている会社であるとされている。〔'3〕6頁・〔23〕6卜62頁
(8)「 評価性引当金」(OueHoqHblepe3epBb夏)勘 定(NQ82)
「区分VD.財 務成果および利益処分」に配置されている 「評価性引当金」勘定は,従 前には
「不 良債権に関するリザーブ」(Pe3epBblnocoMHHTe茄HblM且o濯aM)勘定 という科目名
であったが,そ の科 目名を変更 し,そ して2つ の補助勘定 をもつ総合勘定 となった。
「評価性引当金」勘定は,「 会計の個々の客体の評価を正確 にするために企業の利益 によっ
て設定 された引当金についての情報」圃6碩を把握するための勘定である。そ して,補 助勘定
のひとつである 「不良債権 に関する引当金」勘定には,不 良債権に関する引当金の状況 と変化
が示 される。この場合,記 帳はつ ぎのようになる。引当金の設定額は 「損益」勘定(NQ80)の
借方 とNQ82勘 定の貸方 とに記入される。逆に,不 良債権の消去に際 しては,債 務者 との決済
の計算の適応の勘定 との対応で,NQ82勘 定の借方 に記帳される。 もうひとつの補助勘 定であ
る 「有価証券への投資の価額下落のための引当金」勘定には,有 価証券(他 企業の株式,社 債
など)へ の企業の投資の潜在的な価額低下のための引当金の状況と変化が示される。 この場合
も,記 帳は上記 と同 じ方法で行われる。
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(9)「 次期以 降の収益」(皿oxo八bl6y八 四xnepHo八oB)勘 定(NQ83)'
「区分W」 に同じく配置 されている 「次期以降の収益」勘定には,従 前には3つ の補助勘定
が設けられていたが,そ れ以外 に,補 助勘定が追加 されたのである。
「次期以降の収益」勘定は,当 期 に受け入れたが次期以降に関係づける収益 についての情報
を把握するための勘定であ り,こ の総合勘定に対 して表5に みるような使途の 「為替差額」補
助勘定が新設 された。この 「為替差額」勘定は,会 計年度中に為替差額を 「損益」勘定(NQ80)
に直接関係づけない企業で採用 される勘定である。この場合,記 帳はつぎの ようになる。会計
年度 中には,NQ83勘 定には貨幣資産の計算の勘定や債権者 ・債務者 との決済の勘定 との対応
で,積 極 的為替差額 と消極的為替差額が示 される。そ して,年 度末には,「為替差額」補助勘
定の借方取引 と貸方取引 との照合 によって,NQ80勘 定で精算 される為替差額の残高が決定 さ
れる。
ところで,つ ぎの 「区分田.資 本 とリザーブ」に配置 されそいる勘定に対 しては,多 くの修
正がなされた。そこで以下,そ の内容 を詳細 にみてみることにしよう。
(4)
「区分VD[.資 本 と リザ ー ブ」(KanHT翻Hpe3ePBbl)は,従前 に は 「基 金 と リザ ーブ」
(ΦoH八bIHpe3epBbl)とい う名称 であ ったが,そ の名称 が変 更 され た。 また,こ の区分 に配
置 されて いた 「定款基金」(ycTaBHbIHΦoHム)勘定 は 「定款 資本」(ycTaBH6由KanHTa丑)
勘 定 に・「準備基 金」(P・ ・ep・H・・疏 Φ・Hp)勘 騨 「準備 資本」(P・ ・epBHbl由 ・a・・T・・)勘
定 に それぞれ改 称 され た。 さ らに,こ れ まで配置 されてい た 「特 別 目的基 金」(ΦOH双blcneUH-
a肺HoroHa3HaqeHHH)勘定(旧NQ88)は 廃止 され,〔12〕「追 加資 本」(皿06aBoqHbl曲Ka-
H肌aπ)勘 定 が新 たに設 け られた。
「区分 田」 には,「 法規 お よび(ま たは)設 立文 書 に従 って設定 される基金 と リザ ーブ を含
む,企 業 の 自己資本 の状況 と変化 につ いての情報」〔'2〕6頂を把 握す るため の勘定 が配置 され る。
配置 され る勘 定 は 「定款 資本」 勘定,「 準 備資本」 勘定,「 追加資 本」勘 定,「 未分 配利益(未
補填損 失)」 勘 定,「 当面 の支 出 と支払 の リザ ーブ」 勘定 であ る。
(10)「 定款 資本」(ycTaBHb虚KaHHTaπ)勘定(NQ85),
この勘 定 は,「 企 業の定款資 本 の状 況 と変化 につ いての情報」〔is〕6頂を把握 するた めの勘定 で
あ る。定款 資本 の金額 は企業 の設 立文書 のそ れと一 致 し,そ の変化 は設立 文書 の改 訂 を ともな
った定款資本 の増 減 によって行 われ,定 款 資本の形成 手続 きは ロシア連邦 の法規 と設立文書 に
よって規制 され る。そ して,す でに触 れた よ うに,設 立者(参 加者)の 出資 額 は 「設立者 との
決済」 勘 定(NQ75)と の対応 でNQ85勘 定 の貸方 に記 帳 され,そ の出資額 を実際 に受 け取 る と,
その額 が貨幣 資産 の計算 の勘定 との対応 でNQ75勘 定の貸方 に記帳 され る。
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(11)'「準備資本」(Pe3epBHb山KanHTa冴)勘 定(NQ86)
この勘定 は,「 ロシア連邦の法規 と設立文書 に従って積み立て られる準備資本の状況 と変化
についての情報」〔12〕6頂を把握するための勘定である。準備資本への利益か らの控除額は,「 利
益処分」勘定(Na81)と の対応でNQ86勘 定の貸方に記帳 される。他方,準 備資本の取 り崩 し
額は,こ の資金の消費の勘定との対応でNQ86勘 定の借方 に記帳される。例えば,す でに触れ
たように,配 当金の支払のための利益がない場合や不足 している場合に,配 当金の支払 に向け
る金額は 「設立者 との決済」勘定(恥75)と の対応で,ま た,損 失補填のために向けられる金
額は 「未分配利益(未 補填損失)」 勘定(No.88)(の ちにみる 「当期の未分配利益(損 失)」 補
助勘定)と の対応でそれぞれ記帳 される。
(12)「 追加資本」(皿06aBoqHb旧KanHTa涯)勘 定(NQ87)
「企業の追加資本 についての情報」〔12〕6'頁を把握する 「追加資本」勘定は,つ ぎの3つ の補
助勘定をもつ総合勘定 として新たに配置された勘定である。
A.「 再評価 による資産価額の増加」補助勘定。この勘定は,固 定資産の再評価の結果によ
る資産価額の増加で形成 される追加資本の状況 と変化を示す勘定である。注2この追加資本の形
成は,価 額が増加 した資産の勘定 との対応で 「追加資本」'勘定の貸方に示される。
B.「 証券発行所得」補助勘定。この勘定は,株 式会社 の形態で創立 された企業が定款資本
の形成に際 して額面価額 を上回る価格で発行 して得た,株 式の販売価額 と額面価額 との差額を'
示す勘定である。 この金額は,さ きに触れたように,貨 幣資産の計算の勘定などの借方 と 「追
加資本」勘定の貸方 とに記帳される。
C.「 無償で取得 した財貨」補助勘定。この勘定は,企 業が他企業や個人から無償で取得 し
た資産の変化を示す勘定である。無償で取得 した資産額は 「固定資産」勘定(NQO1),「 無形資
産」勘定(NQO4)お よびその他の資産勘定 との対応で,「追加資本」勘定の貸方に記帳される。
「追加資本」勘定の貸方金額は原則 として消去 されることはないが,そ れはつぎの場合にの
み行 われる。即ち,ア)再 評価の結果による資産価額の減少を,価 額が減少 した資産の勘定と
の対応で,「 再評価による資産価額の増大」補助勘定の資金で精算する場合,イ)他 企業や個
人への資産の無償譲渡で生 じた損失 を,「 固定資産の売却 とその他の除却」勘定(NQ47)や
「その他の資産の売却」勘定(Na48)と の対応で,「無償で取得 した財貨」補助勘定の資金で補
填す る場合,ウ)「 追加資本」勘定の資金 を,「設立者 との決済」勘定(NQ75)ま たは 「定款資
本」勘定(NQ85)と の対応で,定 款資本へ組み入れる場合,エ)経 営活動の結果生 じた損失 を,
「未分配利益(未 補填損失)」 勘定(NQ88)と の対応で,「 追加資本」勘定の資金で補填する場
合,オ)「 追加資本」勘定の資金 を,「設立者 との決済」勘定(NQ75)と の対応で,設 立者間に
注2ロ シアではハイパーインフレーションのため,'92年7月1日,'94年1月 ・1日,'95年1月1日 のそれぞ
れの時点で,固 定資産の再評価が実施された。この点については,〔19〕〔22〕を参照されたい。
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分配する場合である。
(13)「未分配利益(未 補填損失)」(HepacHpe八e託HHaHnpH6bl胚軸enoKpblTH臼y6blT.
OK))勘 定(NQ88)
「未分配利益額(あ るいは企業の未補填損失額)の 在高と変化についての情報」圏6須を把
握す る 「未分配利益(未 補填損失)」 勘定は,勘 定番号 を87か ら88へ と変化 し,つ ぎの5つ の
補助勘定をもつ総合勘定 となった。
A.「 当期の未分配利益(損 失)」 補助勘定。この勘定は,当 期の未分配利益 または損失の在
高 と変化を示す勘定である。記帳はつぎのようになる。
決算 日に,当 期の未分配利益額 は,「損益」勘定(NQ80)と の対応 でNQ88勘 定の貸方に記帳
される。当期の損失額は,NQ80勘 定 との対応でNo88勘 定の借方へ記帳される。
未分配利益か ら配当金への振 り向け額は,NQ88勘 定の借方 と,「設立者 との決済」勘定(NQ
75)お よび 「労働支払についての成員 との決済」勘定(NQ70)の 貸方 とに記帳 される。配当金
の支払後に残った当期の未分配利益額は,'「当期の未分配利益(損 失)」 補助勘定から,の ちに
みる 「過年度の未分配利益(未 補填損失)」 補助勘定へ振 り替えられる。
当期の損失補填額は,つ ぎの諸勘定 との対応でNQ88勘 定への貸記で行われる。即 ち,ア)
準備資本の資金で補填す場合には,「 準備資本」勘定(NQ86)と の対応で,イ)企 業の設立者
からの払い込みの資金で補填する場合には,「設立者 との決済」勘定(No75)と の対応 などで
それぞれ行 われる。次期以降において損失 を補填する場合 には,「 当期の未分配利益(損 失)」
補助勘定か ら 「過年度の未分配利益(未 補填損失)」 補助勘定へ,損 失額を振 り替える。
B.「 過年度の未分配利益(未 補填損失)」 補助勘定。 この勘定 は,過 年度の未分配利益 ある
いは未補填損失の変化を示す勘定である。記帳はつ ぎのようになる。
過年度の未分配利益の処分は,つ ぎの諸勘定との対応でNQ88勘 定への借記で行われる。即
ち,未 分配利益額 を,ア)準 備資本へ組み入れるときは 「準備資本」勘定(NQ86)と の対応で,
イ)定 款資本へ組み入れるときは 「定款資本」勘定(NQ85)と の対応で,ウ 〉企業の設立文書
に従 っての ちにみる特別目的基金を設定するときはNQ88勘 定 との対応で,エ)配 当金の支払
に振 り向けるときは 「設立者 との決済」勘定(No75)と の対応でそれぞれ行われる。
過年度の未補填損失の消去は,つ ぎの諸勘定との対応でNQ88勘 定の貸記で行われる。即 ち,
未補填損失額 を,ア)当 期の利益で補填するときは 「利益処分」勘定(NQ81)と の対応で,イ)
準備資本で補填するときには 「準備資本」勘定(NQ86)と の対応で,ウ)企 業の設立者か らの
資金で補填するときには 「設立者 との決済」勘定(NQ75)と の対応でそれぞれ行われる。
C.「 蓄積基金」補助勘定。 この勘定は,蓄 積基金の在高 と変化 を示す勘定であ り,こ の蓄
積基金 とは,企 業の設立文書に基づいて,ま たは企業の生産発展,新 しい資産の創出,そ の他
の施策のための財源確保 についての設立者の意思決定に基づいて留保された未分配利益の資金
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である。
D,「 社会的分野の基金」補助勘定。この勘定は,社 会的分野の基金の在高 と変化 を示す勘
定であ り,こ の社会的分野の基金 とは,企 業の設立文書に基づいて,ま たは福利厚生施設 など
の社会的分野の発展 とそのための投資の財源確保についての設立者の意思決定に基づいて,留
保 された未分配利益の資金である。この勘定には,他 企業や個人から無償で得た社会的分野の
資産も示 される。
E.「 消費基金」補助勘定。この勘定は,消 費基金の在高 と変化 を示す勘定であ り,こ の消
費基金 とは,企 業の設立文書に基づいて,ま たは社会的分野の発展(投 資を除 く)の 施策や企
業の従業員の物質的奨励金についての設立者の意思決定に基づいて,留 保 された未分配利益の
資金である。
ところで,「91年 勘定計画」では,「特別目的基金」勘定(旧NQ88)が 配置 され,「 未分配利
益(未 補填損失)」 勘定(旧NQ87)に は2つ の補助勘定カミ設けられていた。 また,「91年 訓令」.
によると,旧NQ88勘 定は,蓄 積基金と消費基金 の在高と変化 を示す勘定であるとしていた。〔3)
N・9・22頁しか し,第2回 の修正によって,「 特別目的基金」勘定が廃止 され,こ の勘定でこれまで
把握されていた蓄積基金 と消費基金の在高 と変化は,「未分配利益(未 補填損失)」 勘定(NQ88)
の5つ の補助勘定でそれぞれ把握 されることになった。 さらに,NQ88勘 定の5つ の補助勘定
のうち,「 蓄積基金」勘定,「 社会的分野の基金」勘定,「 消費基金」勘定は,い わゆる特別目
的基金の在高 と変化 とを示すものとなった。そ して,記 帳はつぎのようになった。
特別 目薩 金 に関 してのN、88勘 定1ま源 則 として 「利益処分」勘定/(N・81)と の対応で貸
記される。他企業や個人か ら無償で取得 した社会的分野の資産額は,NQ88勘 定の貸方 と 「固
定資産」勘定(NQO1)や 「無形資産」勘定(NQO4)な どの借方 とに記帳される。
蓄積基金 と社会的分野の基金に関 してのNQ88勘 定へ貸記 された金額は,原 則 として消去さ
れない。ただし,こ の勘定への借記はつぎの場合にのみあ り得る。即ち,ア)蓄 積基金の資金
で損失 を補填す るとき,「未分配利益(未 補填損失)」 勘定(NQ88)と の対応で,イ)蓄 積基金
に留保 した利益額 を設立者間に配分するとき,「 設立者 との決済」勘定(NQ75)と の対応で,
ウ)蓄 積基金の資金で取得価額に算入 されない新 しい資産の創 出費 を支弁するとき,「基本投
資」勘定(NQO8)と の対応でそれぞれ行われる。
消費基金に関 してのNQ88勘 定は,つ ぎの場合 に借記される。即ち,ア)従 業員に対 して一
時的援助資金,休 息の家やサナ トリウムの利用券などを提供 したとき,貨 幣資産の計算の勘定
との対応で,イ)純 利益からプレミアムや報奨金 を支給 したとき,「労働支払についての成員
との決済」勘定(NQ70)と の対応でそれぞれ行われる。
(14)「 当面の支出と支払のリザーブ」(Pe3epBblnpe双cToH四xpacxo双oBHnハaTe一
舐e曲)勘 定(NQ89)
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この総 合勘定 はと くに修 正 を受 けなか った勘定 であ る。 この勘定 には,ア)従 業員 に対 す る
社会保 険 と社会 保障控除 を含 む当面 の休 暇手 当,イ)定 年 後 に支給 す る報 奨金,ウ)工 業 の季
節部 門 にお ける予備 作業 費,エ)固 定資 産 の当面 の修繕費,オ)予 定の一 時的建物 と構築 物の
造営 費 な どが示 され る。 これ らの金額 は,生 産費 また は流通費 の計 算 の勘定 との対 応 でNQ89
勘 定 の貸 方 に記 帳 され る。 また,上 記 の休暇手 当 や報 奨金 を支給 した ときには,「 労働 支払 に
つ い ての成 員 との決 済」 勘定(NQ70)と の 対応 で,修 繕費 を支 出 した ときには,「 補 助生 産」
勘 定(NQ23)と の対 応 で,NQ89勘 定 の借方 にそ れ ぞれ記帳 され る。 なお,こ の 勘定 に は リザ
ー ブの種類別 に補助勘定 を設 け るこ とがで きる。〔3〕凪23頁
最後 に,offbalancesheetま た はmemorandaの 勘定 であ る 「バ ランス外 勘定 」 に新 規 に配
置 された勘定 は,以 下 の ようにな る。
(15)「 住 宅基 金の磨損」(M3Hoc>団 ∬レ班田oroΦoH皿a)勘 定(NQO14)
この勘 定 は,表4に み る ように,更 新用 減価償却控 除率 で算 定 された 「住 宅基金 の客 体 の磨
損 額(減 価償却 額)と その変化 につい ての情報」〔12〕64頁を示す勘定 であ る。
(16)「 外 部 整備客 体 お よびそ の他類 似 の客体 の磨損 」(H3Hoco6beKToBBHe山Hero
働aroycTpo曲cTBaN八pyrHxaH翻omqHblxo6beKToB)勘定(NQO15)
この勘 定 も,表4に み るよ うに,更 新用 減価償 却控 除率で算 定 された 「外部 整備客体 お よび
そ の他類似 の客体(林 業 や交通経営 の客体,水 路標 識の特別設備 な ど)の 磨損額(減 価償 却額)
とその変 化 についての情報 」〔12〕6碩を示 す勘定 であ る。
以 上が修 正 された箇 所 の主 な内容 で ある。
(5)
ところで,企 業が'94年12月28日 にロシア連邦財務省』によって承認 された 「94年勘定計画」
を実際に採用するに当たっては,こ の勘定計画に若干の勘定を補充することができる。それは,
企業の所属する産業部門によって企業の経営活動が異な り,そ の異 なる取引を勘定で把握する
必要があるか らである。 い ま,農 工コンプレクス企業のために,ロ シア連邦農業 ・食糧省
が'95年3月3日 に承認 した勘定計画をみると,〔24〕表7の ようになっている。そ して,こ の勘
定計画には,「94年 勘定計画」を基礎'としながら,と りわけ農工 コンプレクス企業の経営活動
を把握するための若干の補助勘定が補充されていることが分かる。
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表7農 工コンプレクスの勘定計画
勘定科目名 馨 補助勘定科・名・翻 勘定科酩
区分1.固 定資産およびそ
固定資産01
固定資産の磨損
長期賃借固定資産
無形資産
無形資産の償却
長期財務投資
据付設備
基本投資
受取賃貸債権
区分H.生 産用在庫
材料
02
? 」? ???
07
08
09
10
の他の長期投資
1.基 本活動の生産的 飼養 ・肥育中の家畜
固定資産(家 畜を
除く)
2.そ の他の部門の生
産的固定資産
3.非 生産的固定資産
4.使 役用家畜,畜 産
用家畜およびその
他の家畜
1.自 己固定資産の磨
損 小額 ・迅速消耗物品
2.長 期賃借固定資産
の磨損
無形資産の種類別
1.パ イと株式 小額 ・迅速消耗物品の
2。 債券 磨損
3.委 託債券 物財の再評価
1.国 産の据付設備 材料の調達と購入'
2.輸 入の据付設備 材料価格差異
1.土 地区画の取得 ・・・・・・・…
2.天 然資源利用客体 ・・・・・…
の取得 取得財の付加価値税
3.固 定資産客体の建
設
4.固 定資産の個々の
客体の取得
5.固 定資産価額を増
大させない支出
6.無 形資産の取得
7.幼 家畜の主要家畜
群への振替
8.成 熟 した家畜の取 区分【1.生産費
目名 勘定番・号 補助勘定科目名と番号
植えつけ材料
飼養 ・肥育中の家畜 11 1.幼家畜
2.肥育中の家畜
3.鳥
4.獣
5.アナウサギ
6. ミ ツバ チ
7.契約で育成 して市
民に引渡す幼家畜
8,販売のために住民
から受け取る家畜
12 1, 予備 と しての小
額 ・迅速消耗物品
2,使用中の小額 ・迅
速消耗物品
3.一時的(小 型)設
備
13
14
材料の調達と購入' 15
材料価格差異 16
o● ● ● ・ ● ● ● ● 陰 17
匿 ■ ■ ■ ■o■ ●,■ 18
19 1.基本投資の遂行に
際しての付加価値
税
2.取得した無形資産
の付加価値税
3.取得 した物的資源
の付加価値税
4. 取得 した小額 ・迅
速消耗物品の付加
価値税
区分匝.生 産費
得 基本生産
9.無 償で得た家畜の
配達
10.諸経費
ll.そ の他の基本投資
1.原 料,材 料,肥 料,
植物と動物の保護
手段
2.購 入半製品と補充
製品,建 設物 と部
品 自製半製品
3.燃 料 ・ ・ ・ ・ ・ ・・ …
4,包 装 と梱 包 資 材 補助 生 産
5.予 備 部 品
6.そ の他 の材 料
7.他 所 の再 加 工 へ 移
され る生 産 物,材
料 お よび原 料
8.建 築 資材
9.飼 料,種 子 お よび
20
? ??
1.農 作 物 栽 培
2.畜 産
3.工 業 生 産
4.機 械 作 業
5.運 送 作 業
6.技 術 サ ー ビス
7.建 設 ・組 立 作 業
8.土 地 改 良 ・治 水作
業
9.そ の 他 の 活 動 の企
業(組 織)の 基本
生産
1.修 理 作 業 所
2.建 物 と施 設 の 修繕
3.機 械 ・トラ ク ター
修 繕 所
4.自 動 車 運 送
5.エ ネ ル ギ ー 生 産
(経 営)
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勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名と番号 勘定科目名
勘定
番号 補助勘定科 目名と・番号
6.給 水 割引
7.畜 力輸送 商業支出 43 1.生 産物の販売に関
8.そ の他の補助生産 係する支出
.●,・ ・,,.・ ・ 24 2.そ の他の商業支出
一般生産費 25 1.農 作物栽培 流通費 44 1,卸 売商業企業の支
2。 畜 産 出
3.工 業 生 産 2.小 売商業企業の支
一般経営費 26 出
・ ●,,,… ● ● 27 積送商品 45
仕損 28 生産物(作 業,用 役)46 1.農 作物栽培
サ ー ビス 生 産 ・経 営 29 1.住 宅 ・公共経営 の販売 2.畜 産
2.住 民の 日常生活サ 3.工 業
一 ビス生 産 4.補 助 生 産,サ ー ビ
3.外 食施設企業 ス生産および経営
4.就 学前児童の子供 5.建 設 ・組 立 作 業
施設 6.生 産物 と家畜
5.文 化 ・日常 生 活 サ 7.企 業の従業員への
一ビス用の施設 住宅の販売
6.そ の 他 の 生 産 ・経 8.そ の 他 の 生 産 物,
営 作業,用 役の販売
非基本作業 30 1.一 時的(大 型)構 固定資産の売却とその47 1.固 定資産の売却
築物の建設 他の除却 2.固 定資産のその他
2.一 時 的(小 型)構 の除却
築物の建設 その他の資産の売却 48 1.無 形資産の売却
3.そ の他の非基本作 (除却)
業 2.そ の他の材料や商
次期以降の費用 31 品の売却
～,,…o… ● 32 3.そ の他 の 資 産
,.,・ ・.… ● 33 噸 ●,,.…, 49
,.,・,.… ● 34 区分V.貨 幣資産
噸,9,,,,・ ・ ● 35 現金 50
未完成作業の進行段階 36 作業の種類別 決済勘定 51
生産物(作 業,用 役)37 外貨勘定 52 1.国 内の外貨勘定
の産出 2.国 外の外貨勘定
幽 幽 陰,,.,.■, 38 ・ ・,.■ ●,● ● ● 53
…,,.,,■ ● 39 ・ ・,.■ ●,● ● ● 54
区分IV.完 成生産物,商 品および販売 銀行特別勘定 551.信 用 状
完成生産物 40 1.農 作物栽培 2.小 切 手
2.畜 産 3.そ の他 の 勘 定
3.工 業 貨 幣的 証r. 56
4.補 助 生 産,サ ー ビ 送 金振 替 57
ス生産およびその 短期財務投資 58 1,債 券とその他の有
他の生産 価証券
5.販 売のための住民 』2.デ ポ ジ ッ ト
の買占め 3.委 託債券
商品 41 1.倉 庫,貯 蔵 所,野 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 59
菜貯蔵所の商品 区分W.決 済
2.小 売商業の商品 仕入先および請負者と60
3.商 品の包装 の決済
4.購 入製品 支払前払金の決済 61
5.レ ンタル物品 得意先および注文者 と62 1.得 意先組織との決
6.販 売のための個人 の決済 済
住宅 2.現 金取立決済
取引上の値上げ 42 1.取 引上の値上 げ 3.分 割払い決済
(割 引,割 増) 4.受 取手形
2.仕 入先の運賃補償 5.そ の他の得意先と
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勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名と番号 勘定科目名
勘定
番号 補助勘定科官名と番号
注文者との決済 産 物,家 畜,鳥 に
クレームに関する決済 63 対する市民との決
受取前払金の決済 64 済
財保険 と人保険に関す 65 1.財 保険に関する決 7.売り渡す(買 入れ
る決済 済 る)固 定資産に対
2.人 保険に関する決 する決済
済 8.その他の債権者と
,曾 ● ●,巳,.●o 66 1 債務者との決済
国庫外支払に関する決 67 支払の種類別 ,●,.■ ● ● ● ・o 77
済 子会社(関 連会社)と 78
国庫との決済 68支払の種類別 の決済
社会保険と社会保障に 69 1.社 会保険に関する 経営内決済 79 1.分割された財産に
関する決済 決済 つ い て
2.年 金受給に関する 2. 日常の取引につい
決済 て
3.医 療保険に関する 区分N.財 務成果および利益処分
決済 損益 80 1.生産物(作 業,用
4.雇 用基金に関する 役)の 販売からの
決済 財務成果
労働支払についての成 70 2.その他の販売から
員との決済 の財務成果
前渡金支払報告義務者 71 3.販売外取引からの
との決済 財務成果
■.● 陰 ● …,. 72 4. 会計年度の財務成
その他の取引に関する 73 1.信 用販売の商品に 果
成員との決済 対する決済 利益処分 81 1.利益から国庫への
2.委 託債券による決 支払
済 2.その他の目的の利
3.物 質的損害補償に 益処分
関する決済 評価性引当金 82 1.不良債権に関する
4.譲 り渡す(販 売す 引当金
る)住 宅に関する 2.有価証券への投資
決済 の価額下落のため
5.制 服に対する決済 の引当金
6.そ の他の取引に関 次期以降の収益 83 1.前受収益
する決済 2.過年度の不足分の
● ●,,■ ● ● ● ・ ・ 74 滞納金の収入
設立者 との決済 75 1.定 款資本(共 同出 3.不足額についての
資)へ の出資に関 有責者からの強制
する決済 取立額とバランス
2.所 得の支払に関す 価額との差異
る決済 4.為替差額
各種の債権者と債務者 76 1.執 行証悪書類によ 財の損傷による不足と 84
との決済 る組織と人との決 損失
済 区 分V皿.資 本 と リザ ー ブ
2.供 託者との決済 定款資本 85『 1.パイ資本
3.借 家人との決済 2.共同資本(不 可分
4.子 供施設における 資本)
児童保育に対する 準備資本 86
父母との決済 追加資本 87 1.再評価による資産
5.契 約 で 栽 培 ・育 成 価額の増加
す る生 産 物,家 畜, 2.証券発行所得
鳥に対する市民と 3.無償で取得 した財
の決済 貨
6.販 売のために住民 未分配利益(未 補填損 88 1.当期の未分配利益
から受け取った生 失) (損失)
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勘定科目名 勘定番号 補助勘定科目名と番号 勘定科目名
勘定
番号 補助勘定科目名と番号
2.過 年度の未分配利 長期借入金 95
益(未 補填損失)特 定目的融資と受領 96 1.経 営的支出に対 し
3,蓄 積 基 金 て
4.社 会的分野の基金 2.就 学前児童の子供
5.消 費 基 金 施設の維持に対 し
当面の支出と支払のリ 89 1.修 繕 基 金 て
ザ ー ブ 2.定 年後の報奨金支 3.そ の 他 の 目的 に 対
給に対するリザー して
ブ 賃貸借債務 97
3.年 間 の 労 働 結 果 に ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 98
つ い て の 報 奨 金 支 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 99
給に対するリザー バランス外勘定
ブ 賃借固定資産 001
4.そ の他のリザーブ 責任保管中の商品 ・物002
区分D(.信 用 と融資 財
諸短期銀行信用 90 信用の種類別 再加工中の材料 003
,.o・,.9噸 91 委託商品 004
諸長期銀行信用 92 信用の種類別 組立中の設備 005
従業員のための銀行信 93 1.信 用で売 り渡 した 厳格な報告義務を要す006
用 商品に対 して る証明書
2.個 人住宅建設に対 損失として消去 した回007
して 収不能債権
3.庭 の小屋の建設に 債務 ・支払保証の受理008
対して 債務 ・支払保証の提供 009
4.契 約による家畜と 住宅基金の磨損 014
鳥の育成に対 して 外部整備客体およびそ 015
5.そ の他の個人的必 の他類似の客体の磨損
要性に対 して
短期借入金 94
出所:〔24〕34～38頁 。
(6)
こ う して,「94年 勘 定計 画」 は'95年1月1日 か ら採 用 され てい くこ とになっ た。 だが,そ
の実施 後 まもな く,同 年1月1日 か ら施 行 された民法 典 との 関連 か ら,'95年7月28日,ロ シ
ア連 邦 財務 省 は 「94年 勘定 計画 」 の一部 を修正 す る こと を承認 した。〔16〕表8は そ の修正部 分
の 内容 であ る。
表8勘 定計画のその後の修正内容
勘 定
勘定科目名
番 号
補助勘定科目名と番号
国家機関および地方自治体機関との決済 77 1.分 与財産についての決済
2.所 得分配についての決済
子会社(関 連会社)と の決済 78 1.子 会社との決済
2.関 連会社との決済
3。 合弁活動契約についての決済
出所:〔17〕
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表8か ら分かるように,こ の修正によって,「94年 勘定計画」では空白となっていたNQ77に,
2つ の補助勘定 をもつ 「国家機関および地方自治体機関との決済」勘定が新設 され,ま た,こ
れまで補助勘定を設けていなかった 「子会社(関 連会社)と の決済」勘定(NQ78)に 対 して,
3つ の補助勘定が新設 された。(17そこで,以 下,こ れらの勘定 をその適用 に関する訓令から
みてみよう。〔IS〕
(1)「 国家機関お よび地方 自治体機関との決済」(PacqeTblcrocy八apcTBeHHblMN
MyHHuHna茄HbIMopraHoM)勘定(NQ77)
この総合勘定は,国 家機関または地方自治体機関 と,こ れらの機関から創設の全権を委任さ
れた国家企業または地方 自治体企業(こ れちの企業 を以下では単一企業一yHHTapHoeHpe八 一
nP朋THe一 とい う)と の決済 についての情報 を把握するための勘定である。
このNQ77勘 定の 「分与財産についての決済」補助勘定は,経 営の運営権 や財産の経常的管
理権 を与えられた ものについての,単 一企業 と国家機関または地方自治体機関との決済を示す
勘定である。この場合,記 帳はつぎのようになる。
まず,ア)国 家機関または地方自治体機関から単一企業に対する,そ の創設に際 しての財産
の分与またはその経営活動中の流動資産の補充が決定されると,「定款資本」勘定(NQ85)と
の対応でNQ77勘 定が借記 される。そ して,イ)単 一企業が財産や貨幣資産を実際 に受 け取る
と,適 応の財産 ・資産の種類の勘定(「 固定資産」勘定(NQO1),「 無形資産」勘定(NQO4),
「長期財務投資」勘定(NQO6),「 据付設備」勘定(NQO7)な ど)と の対応でNQ77勘 定が貸記さ
れる。また,ウ)単 一企業から国家機関または地方 自治体機関に対 して,財 産と貨幣資産が収
用 されると,NQ77勘 定の借方と,財 産の販売の計算の勘定(「 固定資産の売却 とその他の除却」
勘定(NQ47),「 その他の資産の売却」勘定(NQ48))お よび貨幣資産の計算の勘定の貸方 とに
示 される。同時に,当 該資産価額は適応の資産の計算:の勘定との対応で財産の販売の計算の勘
定の借方に記帳 される。 この決済の終了は,適 応の資本の計算 の勘定 との対応でNQ77勘 定の
貸方に記帳される。さらに,エ)単 一企業が国家機関または地方 自治体機関から使途目的が特
定 された貨幣資産 を受け入れる場合,記 帳はつ ぎのようになる。A.特 定使途基金を受け入れ
るとき,「未分配利益(未 補填損失)」 勘定(NQ88)と の対応でNQ77勘 定が借記 される。貨幣
資産 を受け入れる と,貨 幣資産の計算の勘定 の借方 とNQ77勘 定の貸方 とに記帳 される。B.
国家機関または地方 自治体機関が単一企業の損失補填 を決定すると,そ の金額はNQ77勘 定の
借方 とNQ88勘 定の貸方 とに示 され る。貨幣資産を受け入れる と,貨 幣資産の計算の勘定の借
方とNa77勘 定の貸方 とに記帳される。
Na77勘 定の もうひとつの 「所得分配についての決済」補助勘定は,単 一企業の活動成果の
うち国家機関または地方 自治体機関に関係する所得についての,単 一企業と国家機関 または地
方自治体機関との決済 を示す勘定である。この場合,記 帳はつぎのようになる。国家機関また
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は地方 自治体機関のための所得の算定は,「 利益処分」勘定(NQ81)ま たは 「未分配利益(未
補填損失)」 勘定(NQ88)の 借方 と,NQ77勘 定の貸方 とに示 される。そ して,こ の所得額は,
NQ77勘 定 の借方 と貨幣資産の計算の勘定の貸方とに記帳 される。
(2)「 子会社(関 連会社)と の決済」(PacqeTblc双oqepHMMH(3aBHcHMb1MH)061ue.
CTBaMH)勘 定(NQ78)
この総合勘定は既設の勘定であるが,そ れは,親 会社 とその子会社および関連会社とのすべ
ての種類の決済(た だし,定 款資本に対する出資の決済・を除 く)に 関する情報を把握 し,ま た
合弁活動契約の遂行に関する取引を計算する勘定 となった。そして,こ の勘定に3つ の補助勘
定が設け られた。
このNQ78勘 定の 「子会社 との決済」補助勘定 は,定 款資本 に対する出資の決済を除 く子会
社 との取引 についての決済 を示す勘定である。この場合,親 会社 と子会社の記帳はつぎのよう
になる。
A.親 会社 における記帳:ア)子 会社の設立に際 してその参加者から引 き渡す財産の額は,
NQ78勘 定 との対応で 「長期財務投資」勘定(NQO6)の 借方に示 される。子会社へ財産 を引 き
渡す と,NQ78勘 定の借方と,財 産の販売の計算の勘定(「 生産物(作 業,用 役)の 販売」勘定
(NQ.46),「 固定資産の売却 とその他の除却」勘定(NQ47),「 その他の資産の売却」勘定(NQ48))
および貨幣資産の計算の勘定の貸方 とに記帳 される。イ)子 会社への財政援助の提供に際 して
は,そ の貨幣資産額は,NQ78勘 定 との対応で 「準備資本」勘定(NQ86)ま たは 「未分配利益
(未補填損失)」 勘定(NQ88)の 借方に記帳され,同 時に,貨 幣資産の計算の勘定 との対応でNQ
78勘 定の借方 に記帳 される。ウ)子 会社から得た配当金(所 得)を 子会社の定款資本の出資へ
再投資す る場合 には,そ の金額は,「 長期財務投資」勘定(NQO6)の 借方 とNQ78勘 定の貸方 と
に記帳 され,同 時に,NQ78勘 定の借方 と 「損益」勘定の貸方 とに記帳される。エ)子 会社か
ら財産 と貨幣資産の返済を受ける場合には,NQ78勘 定の借記 と 「長期財務投資」勘定(NQO6)
の貸記がなされ,財 産を受け取ると,NQ78勘 定の貸方と,適 応の資産の計算の勘律(「 固定資
産」勘定(NQO1),「 無形資産」勘定(NQO4),「 決済」勘定(NQ51)な ど)の 借方 とに記帳が
行われる。
B.子 会社 における記帳:ア)企 業の参加者 から受け取る財産の額は,「 追加資本」勘定-
(NQ87)と の対応でNQ78勘 定の借方に示される。財産を受け入れると,NQ78勘 定 との対応で,
その資産 を計算する適応の勘定(「 固定資産」勘定(NQO1),「 無形資産」勘定(NQO4),「 据付
設備」勘定(NQO7)な ど)の 借記がなされる。イ)提 供 される財政援助額は,NQ78勘 定の借
方 と,補 充 される財源あるいは補填 される損失の適応の勘定(「 準備資本」勘定(NQ86),「 未
分配利益(未 補填損失)」 勘定(NQ88))の 貸方 とに示される。貨幣資産を受 け入れると,NQ
78勘 定 との対応で貨幣資産の計算の勘定の借記がなされる。ウ)企 業の参加者への財産の返済
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額は,資 産の販売の計算の勘定(「 生産物(作 業,用 役)の 販売」勘定(NQ46),「 固定資産の
売却 とその他の除却」勘定(NQ47))お よび貨幣資産の計算の勘定との対応で,NQ78勘 定の借
方に示 される。同時に,こ の財産の価額が,適 応の資産の計算:の勘定との対応で,資 産の売却
の計算の勘定の借方に記帳 される。勘定の締切は,適 応 の資本の計算の勘定 との対応でNQ78
勘定の貸記となる。
NQ78勘 定のもうひとつの 「関係会社'との決済」補助勘定は,定 款資本 に対する出資の決済
を除く関連会社 との取引についての決済を示す勘定である。 この場合の記帳 は,す でにみた子
会社 との決済についてのそれとほぼ同じ方法で行われる。
NQ78勘 定のさらに もうひとつの 「合弁活動契約についての決済」補助勘定は,合 弁活動へ
の参加者によるその活動の遂行 に関する決済を示す勘定である。この場合の記帳 も,子 会社 と
の決済についてのそれとほぼ同じ方法で行われる。
以上が 「94年勘定計画」に対 して修正された部分である。 したがって,こ の修正部分 をも取
り入れた ものが現行の勘定計画 となっている。
おわ りに
では,以 上のように修正 された 「94年勘定計画」は,ど のような特徴 をもつた勘定計画とな
ったのであろうか。 この点 を明らかにするためには,何 故に今回の修正が行 われたかをみる必
要がある。
今回の修正はつ ぎの3つ の理由か ら行われたといわれる。〔15〕
第1の 理由は,こ れまで採用 されていた 「ロシア連邦における会計 と報告書に関する規程」
が修正されたことである。注3
この規程はロシアの会計基準に相当するものである。 だが,会 計用語の変更や会計処理の
修正を取 り入れた新 しい規程('94年12月26日 付 ロシア連邦財務省承認)が 公表され,そ れ
が'95年1月1日 よ り採用 されることになった。
新規程では,会 計用語の名称は表6と 同 じように修正 された。このため,そ れに対応 して
「94年勘定計画」において も,そ の勘定科 目名 を変更することになったのである。 また新規程
では,会 計処理の一部は修正 された。たとえば,1)無 形資産については,生 産費(流 通費)
の計算の勘定との対応で,そ の償却額 を 「無形資産」勘定(NQO4)か ら直接控除 し,資 産の取
得価額を減 じて表示することもできるし,ま た,取 得価額 とともにその償却累計額を 「無形資
産の償却」勘定(NQO5)に 示すこともで きると した。そ こで,後 者の会計処理のために,NQ
O5勘 定が利用されることになる。2)市 場性のある有価証券については,貸 借対照表作成日の
注3修 正前の 「ロシア連邦における会計と報告書に関する規程」については 〔21〕を,ま た修正後の同規
程については 〔26〕をそれぞれ参照されたい。
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その時価が帳簿価額より下落 したときには,低 下評価が認められ,こ の評価損を補填するため
に,「 損益」勘定(No80)の 借記 と 「評価性引当金」勘定(NQ82)の 貸記 とで引当金を設定す
る とした。そ こで,こ の引当金の設定のために,NQ82勘 定の 「有価証券への投資の価額下落
のための引当金」補助勘定が利用 されることになる。こうして,新 しい会計基準 と勘定科 目と
の調整が図られ,そ れが 「94年勘定計画」に盛 られることになった。
第2の 理由は,計 画経済か ら市場経済への移行期で発生する取引の内実 をより精緻 に把握す
ることが必要になったことである。
市場経済への移行期で発生する取引は,修 正前の勘定計画に配置 されていた勘定ですでに把
握されていた。だが,そ の取引 をより精緻に把握す るために,表4と 表5で みたような総合勘
定と補助勘定が追加されることになった。たとえば,1)土 地区画,天 然資源利用客体,無 形
資産の取得は,「 基本投資」勘定(NQO8)を 通 して行 うために,こ の総合勘定 に対 してそれぞ
れ適応の補助勘定が設けられた。2)為 替差額は 「次期以降の収益」勘定(NQ83)で 示 される
ために,こ の総合勘定に対 して 「為替差額」補助勘定が設けられた。こうして,市 場経済にお
ける取引をより精緻に把握する要請が,「94年 勘定計画」に反映されることになった。
第3の 理由は,民 営化の過程で生 じたさまざまな所有形態の企業の自己資本の形成 と変化 を
より正確 に把握することが必要になったことである。
さきの新 しい会計基準では,企 業の 「自己資本 は,定 款資本(共 同出資金),追 加資本,.準
備資本,未 分配利益およびその他 のリザーブで構成 される」(第57条)と 規定 された。(14]71$・
〔26〕25頁そこで,こ の規定 との対応で,「94年 勘定計画」においては,す でに詳細に触れたように,
「区分V皿.資 本 とリザーブ」 に対 して大 き く修正 されたそれぞれの適応の勘定が配置 された。
よって,企 業の自己資本の形成 と変化 をよ り正確に把握す る要請が,「94年 勘定計画」に反映
されることになった。
くわえて,そ の後,'95年 か ら施行 される新 しい民法典 において子会社,関 連会社,単 一企
業の法的概念が規定されたことにより,こ れ らの企業との決済などを示す諸勘定 も,す でに触
れたように,「94年 勘定計画」に追加 されることになった。
したがって,今 回の 「修正の主要な目的は,現 実の状況に勘定計画とその適用 に関する訓令
を一致 させ ること」G5〕にあ り,こ のため,「94年 勘定計画」には現実の状況に必要な勘定が配
置され,そ して,そ の勘定で把握 された会計データが新 しい会計基準によ?て 会計処理 される
ことになる。
なお,前 編 において,「91年 勘定計画」の 「区分nl.生 産費」に配置 された勘定はソ連時代
の計画経済の もとで採用 されていた勘定計画のそれとほぼ同 じものであること,そ して,た と
え市場経済へ と経済体制が代わって も,生 産物の基本的な製造方法は変化せず,そ の技術的 ・
生産力的側面は超体制的な ものであ り,生 産工程の計算方法は大 きく変化 しないことを指摘 し
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た。今 回の修正 にお いて も,.「未完成作 業の進行 段階」勘 定(NQ36)が 新 設 されたが,「 区分ln」
の勘定 は基本 的 には従 前 と同 じであ る。
もっと も,勘 定計 画 はシュマ ー レンバ ッハ(E.Schmalenbach)によって提 唱 された コ ンテ
ンラー メ ン(Kontenrahmen)に相 当す る もので ある。そ れ をいち早 く摂取 したのは ソ連 であ
った。注4そ して,こ の コ ンテ ンラーメ ンの形 態 を保持 しつ つ,か っての ソ連 で は,そ こへ計画
経済下の取引を把握する勘定を配置 したが,ソ 連邦崩壊後の新生ロシアではいま,計 画経済下
の取引のための旧勘定を取 り除 き,そ こへ市場経済下の取引を把握する勘定を配置 しているの
であ る。
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